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●資金需給 ●2022年1月18日の市場動向

●入札結果

●2022年1月19日の予定

●短期金融市場関連指標

●オペ結果

●日銀政策決定会合・結果

2022年1月18日(火)Central Daily Market Report
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◆本資料は信頼できると思われる各種データに基づいて作成されておりますが、当社はその正確性、完全性を保証するものではありません。
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1月19日以降の残り所要積立額
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積み期間（1/16～2/15）の所要準備額 3,779,800

5,355,400

4,745,100 本日は財務省による国債等の入札は実施されませんでした。

*11月の石油等消費動態統計
*米国12月の住宅着工件数　　　*英国12月の消費者物価指数
*国庫短期証券(1052回)入札（1年、35,000億円、1/20発行）
*流動性供給入札（4,000億円、1/20発行）
*交付税特別会計借入（11,000億円、1/28借入）

<インターバンク市場>

<レポ市場>

<短国市場>

<CP市場>

本日の無担O/N物は、邦銀業態を中心に▲0.07～▲0.01％の調達で始まっ
た。積み期序盤ではあるが、地銀を中心に調達ニーズが強い地合いが続い
ている。ターム物はショートタームの出合いが散見された。

GC T/Nは、▲0.085～▲0.08％程度での出合い。SCはロールオーバーを中
心に幅広い銘柄で取引が見られた。

CP市場は、複数の発行体から入札が実施された。発行レートは、概ね横ば
い圏で推移した。

18日のアウトライト市場は動意なく閑散な中、特段の出合いは見られなかっ
た。
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国債補完供給（国債売現先）・即日（午前オファー分） 2022/1/18 2022/1/19 ▲ 0.350 158 158 ▲0.350 ▲0.350
国債補完供給（国債売現先）・即日（午後オファー分） 2022/1/18 2022/1/19 ▲ 0.350 0 0
米ドル資金供給 2022/1/20 2022/1/27 0.330 0 0

　●当面の金融政策運営について
1.日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、以下のとおり決定。
（1）長短金利操作（イールドカーブ・コントロール）（賛成8反対1）
　次回金融政策決定会合までの金融市場調節方針は、以下のとおりとする。
　　短期金利：日本銀行当座預金のうち政策金利残高に▲0.1％のマイナス金利を適用する。
　　長期金利：10年物国債金利がゼロ％程度で推移するよう、上限を設けず必要な金額の長期国債の買入れを行う。
（2）資産買入れ方針（全員一致）
　長期国債以外の資産の買入れについては、以下のとおりとする。
　　①ETFおよびJ-REITについて、それぞれ年間約12兆円、年間約1,800億円に相当する残高増加ペースを上限に、必要に応じて、買入れを行う。
　　②CP等、社債等については、2022年3月末までの間、合計で約20兆円の残高を上限に、買入れを行う。
2．日本銀行は、「貸出増加を支援するための資金供給」について、貸付実行期限を１年間延長することを決定した（全員一致）。
3.日本銀行は、2％の「物価安定の目標」の実現を目指し、これを安定的に持続するために必要な時点まで、「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」を継続する。
  マネタリーベースについては、消費者物価指数（除く生鮮食品）の前年比上昇率の実績値が安定的に2％を超えるまで、拡大方針を継続する。
  引き続き、①新型コロナ対応資金繰り支援特別プログラム、②国債買入れやドルオペなどによる円貨および外貨の上限を設けない潤沢な供給、③それぞれ約12兆円および
  約1,800億円の年間増加ペースの上限のもとでのETFおよびJ-REITの買入れにより、企業等の資金繰り支援と金融市場の安定維持に努めていく。
  当面、新型コロナウイルス感染症の影響を注視し、必要があれば、躊躇なく追加的な金融緩和措置を講じる。政策金利については、現在の長短金利の水準、または、それを
 下回る水準で推移することを想定している。


